
（単位：千円）

流動資産 2,463,477 流動負債 1,563,893

現 金 及 び 預 金 1,465,582 234,081

売 掛 金 483,323 541,666

商 品 19,378 143,600

前 払 費 用 326,986 85,065

未 収 入 金 149,886 820

そ の 他 18,402 1,411

貸 倒 引 当 金 △ 84 37,772

固定資産 296,472 114,879

有形固定資産 0 3,887

建 物 0 264,412

工 具 、 器 具 及 び 備 品 0 136,297

リ ー ス 資 産 0 固定負債 89,590

投資その他の資産 296,472 23,800

投 資 有 価 証 券 0 992

関 係 会 社 株 式 56,244 64,798

敷 金 及 び 保 証 金 238,227 1,653,483

破 産 更 生 債 権 等 7,550

そ の 他 2,000 988,528

貸 倒 引 当 金 △ 7,550 100,000

2,767,955

25,000

2,742,955

144,992

144,992

繰 越 利 益 剰 余 金 144,992

△ 2,024,419

117,937

1,106,465

2,759,949 2,759,949

資 本 準 備 金

資 産 除 去 債 務

そ の 他 利 益 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

株主資本

資 本 剰 余 金

純 資 産 の 部

資 本 金

負 債 合 計

負 債 純 資 産 合 計資 産 合 計

純 資 産 合 計

1 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

未 払 費 用

未 払 金

貸　借　対　照　表

（2022年12月31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

買 掛 金

預 り 金

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

短 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

新株予約権

未 払 法 人 税 等

前 受 金

未 払 消 費 税 等

賞 与 引 当 金

自 己 株 式

利 益 剰 余 金



個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項 

(１) 資産の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

② その他有価証券  

・時価のないもの 移動平均法による原価法 

③ たな卸資産  

  ・商品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 

(２) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

（リース資産を除く） 

 

定率法を採用しております。 

ただし、平成 10 年４月 1 日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）並びに平成 28 年４月 1 日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については定額法

によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

・建物 ６～15 年 

・工具、器具及び備品 ２～20 年 

  

② リース資産  

所有権移転外ファイナンス・ 

リース取引に係るリース資産 

 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。 

 

(３) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 

 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

② 賞与引当金 

 

 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、翌

事業年度の賞与支給見込額のうち、当事業年度に帰属

する部分の金額を計上しております。 



 

(４) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

① 重要な外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。 

② 消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 

③ 連結納税制度の適用 当社が属する企業グループである株式会社アエリアに

よる連結納税制度を適用しております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

(１) 有形固定資産の減価償却累計額  179,829 千円 

 

(２) 関係会社に対する金銭債権、債務  

① 短期金銭債権  11,942 千円 

② 短期金銭債務  34,611 千円 

 

３．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産の発生の主な原因は、減価償却超過額、賞与引当金、子会社株式評価損、前

受収益等であり、評価性引当額として全額を控除しております。 

 

４．１株当たり情報に関する注記 

(１) １株当たり純資産額       5,586 円 01 銭 

(２) １株当たり当期純利益       448 円 58 銭 

 

５．当期純利益 

   79,382千円 


